
【事業名】 淀川左岸線（２期）事業
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令和４年11月

建設局

【再評価理由】① 所管省庁の基準により事業再評価が必要なもの

【再評価回数＜前回実施年度＞】５回目＜令和２年度＞

【事業種別】 街路事業

【資料２説明資料】
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此花区高見１丁目～北区豊崎６丁目

〔淀川左岸線（１期・２期）［此花区北港２丁目～北区豊崎６丁目］のうち、大阪市が街路事業により道路整備を行う区間〕

⑤［街路事業］
淀川左岸線（２期）事業
（所管局：建設局）
延長L＝4.3km

5

位置図
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⑤［街路事業］
淀川左岸線（２期）事業
（所管局：建設局）
延長L＝4.3km
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拡大図

街路事業区間 L=4.3km 淀川左岸線

淀川南岸線
（関連事業）

淀川南岸線

淀川左岸線 L=10.0km



１ 事業目的①
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［事業目的］

政府の都市再生プロジェクトに位置付けられた「大阪都市再生環状道路」の一区間を構成し、都心北部と臨
海部とを連絡する地域高規格道路（自動車専用道路）であり、市中心部の渋滞緩和や市街地環境の改善を
図るとともに、近畿圏の広域道路ネットワークの強化を図る。

将来的には
延伸部を通じて
第二京阪等と接続

大阪北部・
神戸方面や
ベイエリア
との連携強化

環状線等の都心部に
集中する交通を分散

リダンダンシー
の向上

淀川左岸線

湾
岸
線



都心部に流入する通過交通を大阪都市再生環状道路に転換し、交通を円滑にすることにより、市街地

環境の改善を図る。

都心部の交通混雑を緩和、市街地環境の改善事業効果①

大阪都心部の通過交通

７万台／日（２０％）

10万台／日（３１％）

※台数及び割合は環状線利用交通のうち、大阪都心部に流入する通過交通

（ 通 過 交 通 割 合 ※）

出典：平成29年度新規事業採択時評価結果（淀川左岸線延伸部）

写真：阪神高速道路（阿波座合流部）

１ 事業目的②
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新大阪駅

都心部

内陸部

夢洲（国際観光拠点）
夢洲コンテナターミナル

枚方学研IC

ユニバーサル・スタジオ・ジャパン
TM

凡 例

淀川左岸線ルート

大阪港線
・環状線ルート

新
御
堂
筋

臨海部

湾岸舞洲

淀川左岸線 経由

５５分

３5分

湾
岸
舞
洲

枚
方
学
研

臨海部 と 内陸部 の
アクセスが向上

２０分（36%）短縮

大阪港線・環状線等 経由

※混 雑 時

※混 雑 時

出典：ETC2.0プローブデータ(R１.10平日)
【混雑時】渋滞が非常に多い時の所要時間(95％タイル)
淀川左岸線ルートは、ETC2.0プローブデータ+淀川左岸線
延伸部(設計速度60㎞/h)で算出

物流の効率化、企業立地の促進事業効果②

大阪湾ベイエリアには大型物流施設が多数立地されており、臨海部と内陸部の連携強化による物流の

効率化が進むことで、さらなる企業投資を誘発する。

※混 雑 時
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１ 事業目的③



臨海部はユニバーサル・スタジオ・ジャパンなどが立地するほか、
新たな国際観光拠点「夢洲」のまちづくりで今後も多くの観光客が訪
れると見込まれており、淀川左岸線の整備により都心北部から観光
施設へ向かうアクセスが向上する。

大阪府を訪れる外国人観光客は、水際対策の緩和や急速な円安な
どの影響で、コロナ禍前の活気を取り戻しつつある。

リニア中央新幹線の開業によって、東京・名古屋・大阪の三大都市圏が約1時

間で結ばれることにより形成される、人口7,000万人規模、GDP世界第5位の

世界最大の巨大都市圏のこと。

※スーパー・メガリージョンとは

出典：H27全国道路・街路交通情勢調査平均速度を用いて算出

16分（46%）短縮

淀川左岸線 経由

３５分

１９分

新
大
阪
駅

交通結節点 から 臨海部 への
アクセスが向上

大阪港線・環状線等 経由

夢
洲

令和4年10月に都市再生緊急整備地域に指定された新大阪駅周辺地
域は、リニア中央新幹線や北陸新幹線との接続など、スーパー・メガ
リージョン※ の西の拠点としての役割が期待されており、淀川左岸線は
新御堂筋を経由して臨海部など各方面へ連絡する重要なアクセス道路
となる。

観光都市の広域的な連携を支援事業効果③
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１ 事業目的④



既存の高速道路を接続するため、ネットワークのリダンダンシーが向上し、事故・災害や、今後実施が必要な大規模補修

工事等に伴う通行止めに強いネットワークとなる。

事故・災害・工事等に対する迂回路の確保事業効果④

淀川左岸線・淀川左岸線延伸部が整備されると現状では

淀川左岸線延伸部

大阪港線

通行止め

規制等

新たな迂回ルート

新たな迂回路が形成され、ネットワークの
リダンダンシー（交通網の多重化）が向上

大阪臨海部と内陸部を行き来するためのルート

が限られており、事故・災害・工事などによる

通行止めが発生した際の迂回道路の整備が必要

事故：377件
規制時間：259時間

※阪神高速大阪港線上下線 （H31.4～R2.3）の集計

出典：【事故件数・規制時間】阪神高速道路株式会社資料（H31.4～R2.3集計）
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１ 事業目的⑤



１ 事業目的⑥

9

経営課題 戦略及び具体的取組

経営課題3
【都市の成長と魅力向上】
高速道路ネットワークの強化や交通の円
滑化など都市交通の充実に向けた取組
を推進し、大阪・関西の成長を牽引する
まちづくりを進めていく。

3-4【都市交通の充実】
万博開催時の会場への交通アクセスの充実に向け淀川左岸線（2期）事業
の確実な事業推進を図る。

3-4-1【高速道路ネットワークの強化】
淀川左岸線(2期)事業について、全区間のトンネル本体工事及び橋梁工事
等の確実な推進を図る。

3-6-2【万博会場へのアクセスルートの向上】
全区間において、トンネル本体及び橋梁工事等の確実な推進を図る。

［上位計画等における位置付け］

【都市再生プロジェクト（第二次決定）】 平成13年８月28日策定（政府の都市再生本部）

大阪圏における環状道路の整備

（１）大阪都心部における新たな環状道路の整備

大阪都心部に新たな環状道路の形成を図る。その際、第二京阪道路の近畿自動車道までの供用に

併せ、これを整備することを目標とする。

１ このため、現在事業中である大和川線及び淀川左岸線について、これらと一体的に整備するスーパー

堤防等の関連事業を積極的に推進する。

［建設局運営方針における街路事業の位置付け］



１ 事業目的⑦
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［街路事業の位置付け］

大阪市における当面10年間の都市計画道路の整備見通しを示す「都市計画道路の整備プログラム」内にお
いて、淀川左岸線（2期）は優先度の高い事業に位置付けられている

整備の優先度が高い路線

都市計画道路の整備プログラム(H28.9) より抜粋



２ 事業内容 ①概要
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［事業内容］

延 長：4.3km

〔淀川左岸線(1期・2期)[延長10.0km]のうち、大阪市が街路事業により道路整備を行う区間〕

幅 員：22m（新設）

車線数：4車線（両側）

※未供用区間のJCT名及びランプ名は仮称

都市計画道路淀川左岸線 L=10.0km

街路事業区間 L=4.3km

阪神高速道路㈱
大阪市
阪神高速道路㈱

事業主体

大阪梅田

淀川左岸線2期事業

［事業進捗］令和３年度末時点

・用地取得：約99％

・道路整備 ：0% (整備延長の割合)



淀川左岸線（2期）事業は「道路公団民営化に伴い、大阪市と阪神高速道路株式会社との合併施行方
式として実施している。
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◆事業手法 〔淀川左岸線（2期） 〕

都市計画事業承認
【国→旧公団】（H12.3）

道路公団民営化
（H17.10）

阪
神
高
速
道
路

都市計画決定 （H8.3）⇒（H28.11変更）

都市計画事業認可
【府→会社】

（H18.9）⇒ (H30.2変更)

都市計画事業認可
【府→大阪市】

（H18.9）⇒ (H30.2変更)

大
阪
市

合併施行方式
として事業化

≪合併施行方式≫

※大阪市の街路事業で用地取得・本体工事
などを、阪神高速道路株式会社の有料道路
事業で舗装・付属施設工事を実施する合併
施行方式を適用

２ 事業内容 ②事業手法及び事業の流れ

◆事業の流れ 〔街路事業 〕

都
市
計
画
決
定

事
業
認
可

【
事
業
着
手
】

用
地
取
得

工

事

事
業
の
完
了

■都市計画法第59条
(都市計画事業の認可等)

■都市計画法第18条
(都市計画の決定)



２ 事業内容 ③完成イメージ
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淀川堤防と一体となった特殊な構造の整備イメージ

現況堤防ライン

環境や景観に配慮した地下構造

淀川左岸線（２期）
【関連事業】
淀川南岸線

安全で快適な
歩行者空間



２ 事業内容 ④【参考】関連事業等の整備・進捗状況
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事業概要
淀川南岸線は淀川左岸線と一体となって機能し、地域のサービス道路として生活の利便性・安全性・防災
性の向上に資するほか、国道２号・城北公園通（主要市道中津太子橋線）等の幹線道路を連絡して東西方
向の市内幹線道路ネットワークの強化を図る。

◆淀川南岸線整備事業

［事業進捗］ 令和３年度末時点

・用地取得 ： 98％

・道路整備 ： 約9%

淀川南岸線 L=6.7km

桜島東野田線



３ 事業の概況①経過及び事業費
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事業開始時点
（平成18年９月）

前回評価時点
（令和３年３月）

今回評価時点
（令和４年11月）

➀経過及び完了予定

事業開始 昭和62年度
（旧阪神高速道路公団）

平成18年度（大阪市）

完了予定 令和２年度

事業開始 昭和62年度
（旧阪神高速道路公団）

平成18年度（大阪市）

完了予定 令和８年度

事業開始 昭和62年度
（旧阪神高速道路公団）

平成18年度（大阪市）

完了予定 令和14年度※

②事業規模
〔淀川左岸線（1期・2期）〕

道路整備：10.0km 道路整備：10.0km 道路整備：10.0km

うち完了分 道路整備：1.3km 道路整備：5.6km 道路整備：5.6km

進捗率
（整備延長ベース）

13% 56% 56%

③全体事業費
〔淀川左岸線（1期・2期）〕

4,304億円 5,070億円 6,109億円

うち既投資額 1,884億円 3,520億円 3,748億円

進捗率
（事業費ベース）

44% ※平成17年度末時点 69% 61%

◆経過

◆淀川左岸線（２期）

街路事業費

【事業費：2,957億円】

国負担（通常補助：街路事業） 大阪市負担

約100％

55％ 45％

※トンネル工事等が順調に進捗した場合


